
仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 一般事業 市長公約① 該当なし 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5311 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 1 計画的な幹線道路ネットワークの整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

愛護会参加団体 団体 値が大きいほど良い 168 168 168 168 168

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

市道延長 ｋｍ 1,155 1,156 1,156 1,159

事業費計 千円 776 576 776 776

一般財源 千円 776 576 776 776

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

愛護会参加団体 団体 90 128 168 140 効果が上がった ×

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

0指標

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 達成
0指標 未達成 1指標
0指標

効果が上がった

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

1 市単独事業

後期計画

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

佐野市道路愛護会を支援することにより、参加団体（町会）によ

る自主的な道路環境保全活動が促進される。

佐野市道路愛護会に補助金を支出して支援する。

※佐野市道路愛護会とは、市内の道路の維持保全のため、道路愛護活動を促進することを目的とし、市長が会長となり、構成している団体である。

佐野市道路愛護会運営費補助金交付要領

事業

期間

H17 直営

支援事業

佐野市道路愛護会支援事業

該当なし

担当組織

都市建設部

予算

科目

一般 単年度繰り返し

道路河川課
佐野市道路愛護会支援事業

8 継続事業

管理係

政策体系

1 任意的事業

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

佐野市道路愛護会に補助金を支出し、愛護会活動を支援する。

（佐野市道路愛護会の活動）

事務局：清掃用ゴミ袋の配布、ゴミの収集、支部の計画書・実績

報告書の取りまとめ、上部団体である栃木県道路河川愛護会への

報告。

新型コロナ流行の影響で、活動団体が減ったため、令和５年度は

予算を減額した。

今後の活動状況により予算を編成していく。

指標全体

費用（R7とR6の事業費計増減）

　新型コロナによる自粛期間が明けて、参加団体が増加した。報告書のとりまとめを速やかに行い、適切に補助金を交付していくことが課題である。

効果説明
佐野市内の道路の維持保全を期するため自主的な道路愛護活動

の促進を図っている。

①愛護活動参加団体への活動予定表の送付、受け取り

②愛護活動参加団体への実績表の送付、受け取り

③実績表の集計、補助金額の割り振り

④補助金の支給

目標達成
目標達成した指標数 効果

目標未達成だった指標数

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)

効果が上がった指標数
目標達成

効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数 目標未設定



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 一般事業 市長公約① 該当なし 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5311 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 1 計画的な幹線道路ネットワークの整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

要望活動参加団体数 団体 値が大きいほど良い 5 5 5 5 5

要望事項数 事項 値が大きいほど良い 2 2 2 2 2

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

会議参加数 回 2 2 2 2

事業費計 千円 13 13 13 13

一般財源 千円 13 13 13 13

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

要望活動参加団体数 団体 5 5 5 5 効果は変わらない 〇

要望事項数 事項 2 2 2 2 効果は変わらない 〇

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

2指標

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 達成 2指標
2指標 未達成
0指標

効果は変わらない

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

①幹事会の開催

②総会への開催（書面開催）

③負担金の支払い、徴収

目標達成
目標達成した指標数 効果

目標未達成だった指標数

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)

効果が上がった指標数
目標達成

効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数 目標未設定

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

市は、佐野行田線外２線整備促進同盟会に構成員として参加

し、会費として負担金を支出している。

同盟会は会議を年に４回程度開催（書類開催も含む）し、県へ

の要望活動を実施している。また、情報収集と会員各市町への情

報提供を行っている。

指標全体

費用（R7とR6の事業費計増減）

引き続き、構成団体と共に佐野行田線外２線の整備促進を図る要望を実施していく。

効果説明
要望活動を行うことにより主要地方道佐野行田線等の整備促進が

図られている。

佐野行田線外２線整備促進同盟会参画事業

該当なし

担当組織

都市建設部

予算

科目

一般 単年度繰り返し

道路河川課
佐野行田線外２線整備促進同盟会参画事業

8 継続事業

管理係

政策体系

1 任意的事業

1 市単独事業

後期計画

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

佐野行田線外２線整備促進同盟が行う要望活動により、主要地

方道佐野行田線及び一般国道１２２号線、一般国道２９３号

線の道路整備が促進される。

佐野行田線外２線整備促進同盟会に構成員として参加し、会費として負担金を支出している。また、同盟会主催の会議に参加し、国等関係機関に対して、整備促進の要望を

行っている。

※佐野行田線外２線整備促進期成同盟会とは、佐野市から行田市までの主要地方道佐野行田線全線及び関係２線（一般国道１２２号線・２９３号線）の整備促進を

図ることを目的とし、沿線の４市１町を会員として構成している団体である。

佐野行田線外２線整備促進期成同盟会規約

事業

期間

S37 直営

参画事業



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 一般事業 市長公約① 該当なし 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5311 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 1 計画的な幹線道路ネットワークの整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

要望事項数 事項 値が大きいほど良い 8 8 8 8 8

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

活動参加数 回 1 1 1 2

事業費計 千円 23 23 23 29

一般財源 千円 23 23 23 29

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

要望事項数 事項 7 8 8 5 効果が下がった ×

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

0指標

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 達成
0指標 未達成 1指標
1指標

効果が下がった

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

4 市単独事業

後期計画

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

全国街路事業促進協議会が行う要望活動により、都市計画道路

の整備が促進される。

全国街路事業促進協議会に構成員として参加し、会費として、負担金を支出する。また、協議会主催の会議に出席し、国等関係機関に対し、整備促進の要望活動を行う。

※全国街路事業促進協議会とは、都市計画道路の速やかな整備、充実を積極的に推進することを目的とし、全国の都道府県、市町村、協議会に賛同する団体が会員として構

成している。

全国街路事業促進協議会規則

事業

期間

S40 直営

参画事業

全国街路事業促進協議会参画事業

該当なし

担当組織

都市建設部

予算

科目

一般 単年度繰り返し

道路河川課
全国街路事業促進協議会参画事業

8 継続事業

管理係

政策体系

3 任意的事業

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

全国街路事業促進協議会に構成員として参加し、会費として負担

金を支出する。

協議会主催の会議（１回／年）に出席する。

指標全体

費用（R7とR6の事業費計増減）

引き続き、構成団体と共に国等に整備促進を図る要望を実施していく。

効果説明
要望活動を行うことにより、都市計画道路の速やかな整備、充実が

図られている。

①要望活動への参加

②負担金の支払い

目標達成
目標達成した指標数 効果

目標未達成だった指標数

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)

効果が上がった指標数
目標達成

効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数 目標未設定



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 一般事業 市長公約① 該当なし 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5311 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 1 計画的な幹線道路ネットワークの整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

要望活動参加団体数 団体 値が大きいほど良い 11 11 11 11 11

要望事項数 事項 値が大きいほど良い 9 9 9 9 9

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

活動参加回数（書面参加含） 回 2 2 2 2

事業費計 千円 25 0 20 20

一般財源 千円 25 0 20 20

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

要望活動参加団体数 団体 2 2 12 12 効果が上がった 〇

要望事項数 事項 5 9 9 5 効果が下がった ×

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

1指標

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 達成 1指標
0指標 未達成 1指標
1指標

効果は変わらない

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

1 市単独事業

後期計画

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

国道２９３号整備促進期成同盟会が実施する要望活動により、

一般国道２９３号線の整備が促進される。

国道２９３号整備促進期成同盟会に構成員として参加し、会費として負担金を支出している。同盟会主催の会議に出席し、国等関係機関に整備促進の要望活動を行ってい

る。

※国道２９３号整備促進期成同盟会とは、栃木県・茨城県内の一般国道２９３号線の整備促進を図ることを目的に、沿線１０市１町を構成員としている団体である。

国道２９３号整備促進期成同盟会規約

事業

期間

S45 直営

参画事業

国道２９３号整備促進期成同盟会参画事業

該当なし

担当組織

都市建設部

予算

科目

一般 単年度繰り返し

道路河川課
国道２９３号整備促進期成同盟会参画事業

8 継続事業

管理係

政策体系

1 任意的事業

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

市が、国道２９３号整備促進期成同盟会に負担金を支出し、同

盟会主催の会議（年２回）、国への要望活動に出席している。

同盟会は、会議を年２回主催し、国への要望活動を実施してい

る。道路整備に関する情報収集を行い、会員各市町へ情報提供し

ている。本年度の要望活動については、感染症対策に鑑み、代表

者及び事務局のみで実施した。

繰越金が多いため、令和６年度の負担金は減額となった。

指標全体

費用（R7とR6の事業費計増減）

引き続き、構成団体と共に国道２９３号線の整備促進を図る要望を実施していく。

効果説明
栃木県と茨城県を結ぶ基幹的生活道路である国道２９３号線の

道路機能のさらなる向上が図られている。

①担当課長会議への出席

②総会への出席（書面開催）

③要望活動への参加

④負担金の支払い

目標達成
目標達成した指標数 効果

目標未達成だった指標数

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)

効果が上がった指標数
目標達成

効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数 目標未設定



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 一般事業 市長公約① 該当なし 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5311 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 1 計画的な幹線道路ネットワークの整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

構成団体数 団体 値が大きいほど良い 9 9 9 9 9

要望事項数 事項 値が大きいほど良い 4 4 4 4 4

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

会議参加回数 回 2 2 2 2

事業費計 千円 22 22 22 22

一般財源 千円 22 22 22 22

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

構成団体数 団体 9 9 9 9 効果は変わらない 〇

要望事項数 事項 4 4 4 4 効果は変わらない 〇

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

2指標

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 達成 2指標
2指標 未達成
0指標

効果は変わらない

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

1 市単独事業

後期計画

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

国道５０号バイパス建設促進期成同盟会が行う国への要望活動

により、一般国道５０号線の４車線化が促進される。

国道５０号バイパス建設促進期成同盟会に構成員として参加し、会費として負担金を支出している。同盟会主催の会議に参加し、国等関係機関に対して整備促進の要望を

行っている。

※国道５０号バイパス建設促進期成同盟会とは、栃木県・群馬県内の国道５０号バイパスの建設促進を図ることを目的とし、沿線の９市を会員として構成している団体であ

る。

国道５０号バイパス建設促進期成同盟会規約

事業

期間

S41 直営

参画事業

国道５０号バイパス建設促進期成同盟会参画事業

該当なし

担当組織

都市建設部

予算

科目

一般 単年度繰り返し

道路河川課
国道５０号バイパス建設促進期成同盟会参画事業

8 継続事業

管理係

政策体系

1 任意的事業

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

国道５０号バイパス建設促進期成同盟会に構成員として参加し、

負担金を支出する。また、年２回の会議に出席する。

（国道５０号バイパス建設促進期成同盟会の活動）

年２回の会議を主催、国への要望活動、情報収集と会員への情

報提供。

指標全体

費用（R7とR6の事業費計増減）

引き続き、構成団体と共に栃木県・群馬県内の国道５０号バイパスの建設促進を図る要望を実施していく。

効果説明
要望活動を行うことにより、国道５０号バイパスの建設促進が図ら

れている。

①幹事会への出席

②総会への出席

③要望活動への出席

④負担金の支出

目標達成
目標達成した指標数 効果

目標未達成だった指標数

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)

効果が上がった指標数
目標達成

効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数 目標未設定



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 一般事業 市長公約① 該当なし 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5311 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 1 計画的な幹線道路ネットワークの整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

要望活動参加団体数 団体 値が大きいほど良い 16 16 16 16 16

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

参加活動回数 回 1 2 2 2

事業費計 千円 245 226 242 234

一般財源 千円 245 226 242 234

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

要望活動参加団体数 団体 3 4 14 16 効果が上がった 〇

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

1指標

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 達成 1指標
0指標 未達成
0指標

効果が上がった

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

1 市単独事業

後期計画

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

栃木県県土整備事業協議会が行う国への要望活動により、国・県

又は市が行う県土整備事業の促進を図る。

栃木県県土整備事業協議会に構成員として参加し、負担金を支出している。協議会主催の会議に出席し、国への要望活動を行っている。

※栃木県県土整備事業協議会とは、栃木県内の道路、河川及び治水砂防並びに都市計画事業の円滑な推進と普及を図ることを目的として、県内地方公共団体が組織してい

る団体である。

栃木県県土整備事業会則

事業

期間

S47 直営

参画事業

栃木県県土整備事業協議会参画事業

該当なし

担当組織

都市建設部

予算

科目

一般 単年度繰り返し

道路河川課
栃木県県土整備事業協議会参画事業

8 継続事業

管理係

政策体系

1 任意的事業

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

栃木県県土整備事業協議会に負担金を支出し、会議（１回／

年）に出席する。

（栃木県県土整備促進協議会の活動）

会議（１回／年）を開催し、国への要望活動を行っている。また、

情報収集や参画団体へ、情報提供も実施している。

指標全体

費用（R7とR6の事業費計増減）

引き続き、構成団体と共に栃木県内の道路、河川及び治水砂防並びに都市計画事業の円滑な推進と普及を要望し、必要な支援を実施していく。

効果説明
要望活動を行うことによって、栃木県内の道路、河川及び治水砂防

等の円滑な推進の普及が図られている。

①栃木県県土整備事業協議総会への参加

②要望活動への参加

③負担金の支払い

目標達成
目標達成した指標数 効果

目標未達成だった指標数

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)

効果が上がった指標数
目標達成

効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数 目標未設定



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 一般事業 市長公約① 該当なし 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5311 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 1 計画的な幹線道路ネットワークの整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

台帳記載路線数 路線 値が大きいほど良い 3097 3097 3097 3097 3097

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

市道の実演長 ｋｍ 1,155 1,156 1,156 1,159

事業費計 千円 20,933 21,024 20,042 19,877

一般財源 千円 20,933 21,024 20,042 19,877

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

台帳記載路線数 路線 3090 3096 3096 3097 効果が上がった 〇

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

1指標

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 達成 1指標
0指標 未達成
0指標

効果が上がった

費用は下がった ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

2 市単独事業

後期計画

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

道路台帳の正確性を確保する。

道路法２８条に基づく道路台帳の調製を行う。

具体的には、道路の形状に影響を与えた道路工事等を道路台帳に反映させるものである。

道路法第２８条

事業

期間

H17 一部委託

計画策定・管理事業

道路台帳補正事業

該当なし

担当組織

都市建設部

予算

科目

一般 単年度繰り返し

道路河川課
道路台帳補正事業

8 継続事業

管理係

政策体系

1 義務的事業

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

市道道路改良工事、その他工事による道路形状に変更があった箇

所について、道路台帳を補正・更新した。

指標全体

費用（R7とR6の事業費計増減）

栃木県より移管を受けて市道認定した道路について、安足土木事務所と調整して順次道路台帳に掲載していく。

効果説明
道路法第２８条に基づいた、道路情報の記載された台帳が整備さ

れている。

道路改良事業等を行った路線について、道路台帳を変更する。

目標達成
目標達成した指標数 効果

目標未達成だった指標数

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)

効果が上がった指標数
目標達成

効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数 目標未設定



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 一般事業 市長公約① 該当なし 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5311 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 1 計画的な幹線道路ネットワークの整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

賠償事故件数 件 値が小さいほど良い 0 0 0 0 0

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

市道の延長 ｋｍ 1,155 1,156 1,156 1,159

事業費計 千円 18,530 12,160 8,022 8,228

一般財源 千円 18,530 12,160 8,022 8,228

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

賠償事故件数 件 0 2 1 1 効果は変わらない ×

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

0指標

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 達成
1指標 未達成 1指標
0指標

効果は変わらない

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

1 市単独事業

後期計画

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

道路が通常有する安全性を確保するために、適切に管理する。

市が管理する道路附属物に関わる維持管理費及び道路賠償責任保険料を賄う。

法定外公共物管理条例

事業

期間

H17 直営

施設維持管理事業

道路施設管理事業

該当なし

担当組織

都市建設部

予算

科目

一般 単年度繰り返し

道路河川課
道路施設管理事業

8 継続事業

管理係

政策体系

1 任意的事業

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

〇道路を維持管理するために必要な光熱水費等を支出した。

・街路灯の電気料

・アンダーポンプ場の電気料・水道料・管理業務委託料

・ポケットパーク水道料

指標全体

費用（R7とR6の事業費計増減）

賠償事故については年間数件発生している。

効果説明

市道が有する安全性の確保、賠償事故発生時の保険による対応

がおこなわれている。

賠償事故発生時の賠償額の保障、訴訟案件の弁護費用等が賄

われている。

道路の管理瑕疵を減らすため、適切な道路管理、未然の整備を進める。

目標達成
目標達成した指標数 効果

目標未達成だった指標数

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)

効果が上がった指標数
目標達成

効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数 目標未設定



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 一般事業 市長公約① 該当なし 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5311 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 1 計画的な幹線道路ネットワークの整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

市民等からの道路修繕依頼件数 件 値が小さいほど良い 1000 1000 1000 1000 1000

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

市道延長 ｋｍ 1,155 1,156 1,156 1,159

事業費計 千円 2,967 2,768 1,489 1,570

一般財源 千円 2,967 2,768 1,489 1,570

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

市民等からの道路修繕依頼件数 件 1066 1097 1270 1000 効果が上がった 〇

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

1指標

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 達成 1指標
0指標 未達成
0指標

効果が上がった

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

2 市単独事業

後期計画

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

施設・設備等を適切に維持管理することにより、道路の適切な維持

管理が可能となる。

市道及び認定外道路の管理に要する施設・設備等の維持管理費を賄う。

法定外公共物管理条例

事業

期間

S40 一部委託

施設維持管理事業

道路橋りょう管理事務

該当なし

担当組織

都市建設部

予算

科目

一般 単年度繰り返し

道路河川課
道路橋りょう管理事務費

8 継続事業

管理係

政策体系

1 任意的事業

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

・詰所・重車両倉庫等の維持管理費

電気料・水道料・修繕費、建物損害共済保険等

・現業職作業用被服購入費

・法定外公共物管理

消耗品・測量業務委託・システム借上・システム保守委託・土地借

上料

・違法放置車両撤去手数料

指標全体

費用（R7とR6の事業費計増減）

市民等からの道路修繕依頼について、年々複雑化しており、効率的な処理が求められる。

効果説明 市民が円滑に移動できる市道が整備されている。

①被服貸与等の効率的な運用

②正確な支出の管理

目標達成
目標達成した指標数 効果

目標未達成だった指標数

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)

効果が上がった指標数
目標達成

効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数 目標未設定



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業実施計画事業市長公約① 5-⑦ 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5311 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 1 計画的な幹線道路ネットワークの整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

第2工区　整備率 ％ 値が大きいほど良い 100.0

第3工区　整備率 ％ 値が大きいほど良い 58.4 29.1 62.5 81.3 94.5

（事業費ベース）

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

工事延長（完成） ｍ 0 0 123 0

用地買収 件 0 0 0 1

物件補償 件 0 0 0 2

事業費計 千円 48,447 57,947 78,981 33,407

一般財源 千円 6,322 10,295 7,741 7,847

特定財源（国・県・他） 千円 42,125 47,652 71,240 25,560

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

第2工区　整備率 ％ 88.4 95.8 100.0

第3工区　整備率 ％ 0.8 7.3 15.7 効果が上がった ×

（事業費ベース）

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

0指標

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 達成
0指標 未達成 1指標
0指標

効果が上がった

費用は下がった ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

都市計画道路3・4・201号高砂植下線整備事業

都市建設部

道路河川課

道路建設係

期間限定複数年度

継続事業

市単独事業

該当あり

一般

8

2

都市計画道路3・4・201号

高砂植下線整備事業

・歩行者、自転車利用者の安全確保を図る。

・通過車両の円滑な通行を図る。

道路法、道路構造令

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

物件算定業務委託　（１棟）

用地買収　（１件）　R8年度繰越

物件補償　（２件）　R8年度繰越

後期計画

・３工区完了後の整備手法について検討していく。

・交付金の要望を国や県に働きかけることに努め、第3工区以南についても計画的な整備を図る必要がある。

 栃木県が施工する主要地方道桐生岩舟線の歩道整備事業と併せ、それとの交差点以南の市道330ｍの歩道整備・道路拡幅により、歩行者及び自転車等の安全確保及び

通過車両の円滑な通行確保を効率的に行う。

事業区間L=330ｍ（第1工区Ｌ＝110ｍ、第2工区Ｌ＝110ｍ、第3工区Ｌ＝110ｍ）　計画幅員Ｗ＝18.0ｍ　歩道幅員Ｗ＝3.0ｍ（両側）

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明
・物件算定１棟、用地買収１件の契約を行い工事実施への進捗

を進めることができた。

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

政策体系

3

H23

施設等整備事業

予算

科目

事業

期間

任意的事業

一部委託



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 一般事業 市長公約① 該当なし 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5311 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 1 計画的な幹線道路ネットワークの整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

要望活動団体 団体 値が大きいほど良い 342 341 341 341 341

要望事項 事項 値が大きいほど良い 3 3 3 3 3

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

参加活動回数 回 2 2 2 1

事業費計 千円 36 39 41 39

一般財源 千円 36 39 41 39

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

要望活動団体 団体 343 343 341 341 効果が下がった ×

要望事項 事項 3 3 3 3 効果は変わらない 〇

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

1指標

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 達成 1指標
1指標 未達成 1指標
1指標

効果が下がった

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

①総会・要望活動への参加

②負担金の支払い

目標達成
目標達成した指標数 効果

目標未達成だった指標数

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)

効果が上がった指標数
目標達成

効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数 目標未設定

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

関東国道協会に負担金を支出するとともに、年１回の会議に出席

する。

（関東国道協会）

年１回の会議開催、情報収集と会員（都・県・市町村）への情

報提供、国への要望活動

指標全体

費用（R7とR6の事業費計増減）

引き続き、構成団体と共に国道整備等を要望し、必要な支援を実施していく。

効果説明
要望活動を実施することによって、関東地域の国道等事業の推進が

図られている。

関東国道協会参画事業

該当なし

担当組織

都市建設部

予算

科目

一般 単年度繰り返し

道路河川課
関東国道協会参画事業

8 継続事業

管理係

政策体系

1 任意的事業

1 市単独事業

後期計画

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

関東国道協会による国への要望活動等により、市内の国道等の事

業が促進される。

関東国道協会の会員となり、負担金を支出している。また、協会主催の会議に参加し、国等、関係機関に対して、国道整備促進の要望活動を実施している。

※関東国道協会とは、国道等、道路の重要性について、広く国民の理解を求めるとともに、関東地域の国道等事業の円滑かつ着実な推進に寄与することを目的とし、関東地区

全都県、全市町村を会員として構成している団体である。

関東国道協会会則

事業

期間

H17 直営

参画事業



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 一般事業 市長公約① 5-⑦ 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5311 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 1 計画的な幹線道路ネットワークの整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11
幹線道路網が整備され、目的地へ行きやすくなった、また通行しやすくなった。 ％ 値が大きいほど良い 85 60.2 60.3 60.4 60.5

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

要望活動 回 3 3 3 3

会議出席回数 回 4 5 5 6

事業費計 千円 31 30 30 30

一般財源 千円 31 30 30 30

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成
幹線道路網が整備され、目的地へ行きやすくなった、また通行しやすくなった。 ％ 61.1 60.7 59.3 55.2 効果が下がった ×

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

0指標

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 達成
0指標 未達成 1指標
1指標

効果が下がった

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

政策体系

7

H10

－ 参画事業

予算

科目

事業

期間

任意的事業

直営

後期計画

・令和8年度は整備効果の検証を実施するため、業務委託の発注を行う。

・幹事会及び研究会にて組織体制強化の検討を行う。

・令和７年度に改定した報告書を踏まえて必要性の更なる深度化を図るため「整備効果の検証」の調査分析を行う必要がある。

・さらなる機運醸成を図るため、組織体制の強化を検討する必要がある。

渡良瀬川及び利根川架橋促進協議会（館林市、明和町、羽生市、佐野市）へ参画し、渡良瀬川及び利根川への新たな架橋を含む広域幹線道路の整備を実現するための

研究や要望活動等を行う。

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明

・3県に要望活動を実施したが、事業化までは至らなかった。

・平成9年12月に策定した報告書の改定に令和５年から着手し、

改定作業が完了した。

・足利佐野都市計画　都市計画区域の整備、開発及び保全の方

針への位置づけされた。

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

渡良瀬川・利根川架橋促進協議会参画事業

市民が渡良瀬川及び利根川への架橋を含む広域幹線道路の整備

の重要性を認識するため機運醸成に取り組み、整備促進に繋げて

いく。

渡良瀬川及び利根川架橋促

進協議会規約

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

協議会活動

・幹事会「第1回6/24、第2回11/11」

・総　 会「8/1」

・研究会「第1回6/4、第2回10/17、第3回3/6」

・３県知事要望「群馬県12/22、栃木県12/25、埼玉県2/10」

・報告書の改定

・足利佐野都市計画　都市計画区域の整備、開発及び保全の方

針への位置づけを要望

渡良瀬川・利根川架橋促進協議会参画事業

都市建設部

交通政策課

交通政策係

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

該当あり

一般

2

1



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業実施計画事業市長公約① 5-⑦ 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当あり

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当あり スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5311 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 1 計画的な幹線道路ネットワークの整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

指針策定業務進捗率 ％ 値が大きいほど良い 80 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

都市計画審議会 回 1 1

専門委員会 回 1 2

整備検証委員会 回 － 3

事業費計 千円 0 0 7,403 23,770

一般財源 千円 5,103 15,850

特定財源（国・県・他） 千円 2,300 7,920

　　　（うち受益者負担） 千円 －

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

指針策定業務進捗率 ％ 30 80 効果が上がった 〇

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

1指標

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 達成 1指標
0指標 未達成
0指標

効果が上がった

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

都市計画道路整備検証事業

都市建設部

交通政策課

交通政策係

期間限定複数年度

継続事業

国県補助事業

該当あり

一般

8

4
都市計画道路整備検証事業

現在の社会情勢や本市が進めているまちづくりに整合した、都市計

画道路の整備を進める。

都市計画法

第２次佐野市都市計画マス

タープラン等

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

・都市計画道路見直し専門委員会開催　2回

・「都市計画道路に対する考え方」に関するアンケート調査実施

・「都市計画道路の見直しにおける基本指針」策定

・上記基本指針を都市計画審議会から市長へ答申

・都市計画道路整備検証委員会設置

・都市計画道路整備整備検証委員会開催　３回

後期計画

・市民意見を反映させるため、住民説明会の開催、パブリックコメントを実施する。

・整備検証委員会にて見直し後の都市計画道路網を取りまとめる。

・取りまとめた見直し後の都市計画道路網を都市計画審議会へ報告する。

・令和７年度に実施した個別路線の検証を引き続き行いながら、関係機関や市民からの意見を反映させ都市計画道路網を検討する必要がある。

都市計画決定から長期未整備となっている都市計画道路について、現在の社会情勢やまちづくりの考え方の変化を踏まえ、目指すべき都市構造に対応したものかを確認し、都市

の再構築に向けた効率的で効果的な都市計画道路の整備に向けた指針を策定する。

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明

指針策定にあたり、専門委員会にて「都市計画道路の見直しにおけ

る基本指針」を策定し、都市計画審議会から市長へ答申を行った。

その後、整備検証委員会を設置し、策定した基本指針に基づき個

別路線の検証を実施している。

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

政策体系

3

R6

R8 計画策定・管理事業

予算

科目

事業

期間

任意的事業

一部委託



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当あり スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5312 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 2 計画的な土地利用の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

補助金交付合計金額 千円 値が大きいほど良い 500 500 500 500 500

補助申請件数 件 値が大きいほど良い 2 2 2 2 2

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

補助を受けた建築物や工作物の数 件 0 0 0

事業費計 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

補助金交付合計金額 千円 0 0 0 効果は変わらない ×

補助申請件数 件 0 0 0 効果は変わらない ×

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

0指標
2指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 達成
2指標 未達成 2指標
0指標

効果は変わらない

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

8

4

後期計画

・本補助金を活用した景観形成が図られるよう、更なる周知を図っていく。

・まちなかの賑わいを創出するための方策の一環として、引き続き本補助制度を活用し、魅力あるまちなみ景観の形成を図っていく。

・本補助金を活用した景観形成が図られるよう、更なる周知を図っていく。

佐野市水と緑と万葉のまち景観計画で指定した景観形成重点エリアにおいて、魅力的なまちなみ景観の形成を創出する取組に対し、補助金を交付する。

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明 令和7年度も、本補助金の交付申請がなかった。

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

政策体系

1

R5

まちなみ景観形成推進事業費

景観形成重点エリアに位置付けた駅前通り沿線ゾーン、桐生岩舟

線沿線ゾーン、市道1級1号線ゾーンにおいて、良好な景観形成に

要する取組に対し、補助金を交付する。

景観法、佐野市水と緑と万

葉のまち景観条例・規則

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

・R7.8.5

　令和7年度建築基準法等法令講習会において、栃木県建築士

会佐野支部所属の建築業者30名に対し、本制度について説明

・随時　市公式ホームページにより本制度を周知

現金等給付事業

予算

科目

事業

期間

まちなみ景観形成推進事業

都市建設部

都市計画課

計画係

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

任意的事業

直営

一般事業

該当あり

一般



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業実施計画事業市長公約① 該当なし 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5312 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 2 計画的な土地利用の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

地籍調査事業計画面積(累計) ㎢ 値が大きいほど良い 2.50 2.75 3.00 3.25 3.50

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

地籍調査事業一筆地調査実施面積(年単位) ㎢ 0.18 0.16 0.21 0.11

事業費計 千円 26,889 26,387 33,226 24,725

一般財源 千円 8,352 8,219 10,069 7,491

特定財源（国・県・他） 千円 18,537 18,168 23,157 17,234

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

地籍調査事業計画面積(累計) ㎢ 1.50 1.66 1.87 1.98 効果が上がった ×

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

0指標
1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 達成
0指標 未達成 1指標
0指標

効果が上がった

費用は下がった ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

政策体系

1

H26

後期計画

・｢佐野市地籍調査事業基本計画｣に基づいた計画面積を達成できる様に引き続き予算及び交付金確保

に努める｡

・登記未完了地区及び未認証地区の改善に向け、事業計画の見直しを検討する。

・国及び県からの負担金交付額に基づき実施面積を調整したことにより、各年度の計画面積である0.25㎢を満たすことができなかった。

・県及び国による未認証または法務局への登記が未完了となっている過年度調査地区の成果品が累積している状況であり改善が必要であるが、現状の人員数での早期改善は困難である

ため、対応策を検討する必要がある。

国土調査法に基づき、一筆ごとに土地の所有者､地番及び地目の調査並びに境界及び地積に関する測量を行うことで、土地に関する情報である「地籍」を明確化する事業であ

る。明確になった地籍については地籍図及び地籍簿としてまとめられ、県及び国の認証・承認の手続きを経た後、登記所に送付され地図や登記簿に反映される｡

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明

・調査対象面積336.38㎢のうち約1.2％にあたる地籍の調査が

完了。（調査済面積：3.98㎢　※国調法19条5項指定地域

2.0㎢含む。）

・地籍調査事業の成果が公共事業や民間の開発等で活用されて

いる｡

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

地籍調査事業

地籍を明確化することにより、土地に関するトラブルの未然防止、

土地活用の促進、公共事業や災害復旧の効率化・迅速化及び

課税の適正化・公平化を図る。

国土調査法

国土調査事業十箇年計画

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

・寺中Ⅱ地区の一筆地調査及び測量を実施し、地籍図原図及び

地籍簿案を作成した。

・植野Ⅲ･寺中Ⅰ地区の地籍図原図及び地籍簿案の閲覧を実施

し、県への認証請求の準備を行った。

検査・調査事務

予算

科目

事業

期間

地籍調査事業

都市建設部

都市整備課

用地係

単年度繰り返し

継続事業

国県補助事業

義務的事業

一部委託

該当あり

一般

2

1



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5312 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 2 計画的な土地利用の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

屋外広告物許可申請件数 件 値が大きいほど良い 220 250 250 250 250

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

屋外広告物許可済件数 件 221 237 297 231

違反広告物指導回数 回 4 8 9 3

事業費計 千円 32 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0

特定財源（国・県・他） 千円 32 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

屋外広告物許可申請件数 件 266 256 342 265 効果が下がった 〇

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

1指標
0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 達成 1指標
0指標 未達成
1指標

効果が下がった

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

8

4

後期計画

・違反広告物等の適正な是正指導に努める。

・引き続き、許可の必要性の浸透を図り、違反広告物に対する認識について意識改革を図る必要がある。

・栃木県屋外広告物条例に基づく許可のための審査事務

・許可申請書の審査を行い、申請手数料納付確認後に許可証と許可の証票（許可シール）を交付する。

・違反広告物（大型看板）の調査と是正指導を行う。

・違反広告物の簡易除却を警察、道路管理者（県・市）、関連企業（東電・NTT）と協力して実施する。

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明 ・屋外広告物許可件数が増加した。

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

政策体系

1

H21

屋外広告物指導事務費

屋外広告物法及び栃木県屋外広告物条例に基づき、良好な景

観の形成、風致の維持及び公衆に対する危害の防止のため、屋

外広告物の表示方法や立地条件を審査し、許可する。

屋外広告物法

栃木県屋外広告物条例

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

・新規33件、更新153件、変更26件の許可申請を処理した。

・関係機関と連携して、市役所周辺のはり紙、はり札、広告旗及び

立看板等を対象にパトロール活動を実施した。（令和8年1月8日

に実施）

・違反広告物（田島・船津川地区の野立広告板）の是正指導

を実施した（３社）。

許認可・審査事務

予算

科目

事業

期間

屋外広告物指導事務

都市建設部

都市計画課

計画係

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

任意的事業

直営

一般事業

該当なし

一般



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5312 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 2 計画的な土地利用の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

景観講演会の参加者数 人 値が大きいほど良い 65 70 70 70 70

届出対象行為の届出件数 件 値が大きいほど良い 60 60 60 60 60

地区計画の届出件数 件 値が大きいほど良い 35 40 40 40 40

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

講演会開催回数 回 1 1 1 1

景観賞応募件数 件 18 12 － 20

事業費計 千円 394 348 153 236

一般財源 千円 394 348 153 236

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

景観講演会の参加者数 人 50 55 51 50 効果が下がった ×

届出対象行為の届出件数 件 13 62 71 56 効果が上がった ×

地区計画の届出件数 件 20 12 33 22 効果が上がった ×

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

0指標
3指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

2指標 達成
0指標 未達成 2指標 1指標
1指標

効果が上がった

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

8

4

後期計画

・景観賞の募集について、更なる工夫を図る。

・景観賞の募集期間を1年間に延長したことで応募件数の上積みを図れた。しかし、募集期間が長いことで、〆切の意識が薄れてしまい、応募を忘れてしまう。

・佐野市水と緑と万葉のまち景観計画及び景観条例に基づき、良好な景観形成を推進する。

・水と緑と万葉のまち景観賞表彰事業を実施する。

・市民の景観形成に対する意識の高揚を図るため、景観講演会を開催する。

・景観計画区域内における行為の届出書を受付し、審査する。

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明

・景観講演会の参加者数が若干減少した。

・景観計画区域内の行為の届出件数が減少した。

・地区計画の届出件数が減少した。

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

政策体系

1

H16

景観啓発推進事業費

・景観計画及び景観条例に基づき、良好な景観形成を図るととも

に、市民の景観に対する関心を高め、景観を守り育てていく環境を

醸成する。

・都市景観の形成、歴史、文化の創造及び建築水準の向上等に

寄与すると認められ、特にデザインに優れていると思われる建築物

等やまちなみ及びまちづくり活動を表彰する。

都市計画法、景観法、佐野

市水と緑と万葉のまち景観計

画・条例、佐野市地区計画

に関する条例

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

・景観計画区域内における一定規模以上の行為の届出及び地区

計画の届出を受付し、審査・指導を行った。

・景観審議会を２回開催した。（11/12、11/19）

・第11回水と緑と万葉のまち景観賞の表彰式、景観まちづくり講演

会を実施した。（1/30）

その他市民に対する事業

予算

科目

事業

期間

景観啓発推進事業

都市建設部

都市計画課

計画係

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

任意的事業

直営

一般事業

該当なし

一般



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 3-① 総合戦略 該当あり

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当あり スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5312 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 2 計画的な土地利用の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

対象エリア用途地域変更状況 % 値が大きいほど良い 100

対象エリア準防火地域指定状況 % 値が大きいほど良い 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

業務委託 件 1

栃木県との協議 回 4 2

事業費計 千円 0 0 3,839 0

一般財源 千円 0 0 3,839 0

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

対象エリア用途地域変更状況 % 100 100 効果は変わらない 〇

対象エリア準防火地域指定状況 % 0 100 効果が上がった 〇

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

2指標
0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 達成 1指標 1指標
1指標 未達成
0指標

効果が上がった

費用は下がった ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

後期計画

都市計画決定は令和８年度になってしまうが、手続きは終了している。目標を達したため、終了とする。

・立地適正化計画で定めた都市機能誘導区域に相応しい土地利用を図る観点から、佐野新都市エリアにおける用途地域について、商業系用途への変更を行う。

・併せて、市内の近隣商業地域の内、準防火未指定の地域について、指定等の検討を行う。

・既存不適格となる可能性のある建築物の現況調査を行う。

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明

・佐野新都市エリアの用途地域変更及び地区計画変更について

は、令和7年4月1日に都市計画決定済み。

・準防火地域指定については、令和8年4月30日付で都市計画

決定見込み。

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

政策体系

R6

R7

－

・佐野新都市エリアについて、立地適正化計画で定めた都市機能

誘導区域に相応しい土地利用を図る。

・居住誘導区域等において、火災におけるリスクを低減し、快適によ

り安全で安心して暮らせるまちづくりを進める。

都市計画法

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

1 佐野新都市エリアの用途地域及び地区計画変更

　4月1日に都市計画決定を行った。

2 準防火地域指定

　11月　住民説明会（３回）

　12月　16条縦覧

　 2月　17条縦覧

　令和8年4月30日に都市計画決定予定

計画策定・管理事業

予算

科目

事業

期間

用途地域等変更調査事業

都市建設部

都市計画課

計画係

期間限定複数年度

継続事業

市単独事業

任意的事業

一部委託

実施計画事業

該当あり



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 3-① 総合戦略 該当あり

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当あり スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5312 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 2 計画的な土地利用の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

居住誘導区域の人口密度 人/ha 値が大きいほど良い 36.3 36.3 36.3 36.3 36.3

都市機能誘導区域内の誘導施設の立地割合 % 値が大きいほど良い 85.7 89.2 92.8 96.4 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

ヒアリング実施部署数 課 15 16

誘導施策取組件数 件 48 49

事業費計 千円 0 0 0 0

一般財源 千円 0 0

特定財源（国・県・他） 千円 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

居住誘導区域の人口密度 人/ha 36.0 35.8 効果が下がった ×

都市機能誘導区域内の誘導施設の立地割合 % 82.1 82.1 効果は変わらない ×

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

0指標
2指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 達成
1指標 未達成 1指標 1指標
1指標

効果が下がった

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

後期計画

・効果的な取組の実施に向けた今後の方針を定め、なお一層、新たな具体的取組の実施を関係各課に促

す。

・人口減少の中にあっても生活サービスや地域のコミュニティが持続的に確保されるよう、居住誘導区域における一定の人口密度を維持する必要がある。

・誘導施設の更なる誘導を推進する必要がある。

・令和3年3月に策定した「佐野市立地適正化計画」においては、本市が目指す「コンパクト・プラス・ネットワーク」を推進するための施策を位置付けていることから、立地適正化計

画の誘導施策について、適切な進捗管理を行うとともに、新たな具体的取組を実施する。

【施策】　・都市機能の誘導に係る施策　・居住の誘導に係る施策　・公共交通に係る施策

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明

・居住誘導区域の人口密度は、基準値を0.5人/ha下回ってい

る。

・都市機能誘導区域内における新たな誘導施設の立地はなかっ

た。

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

政策体系

R6

立地適正化計画で定めた評価指標や誘導施策の進捗管理を行

うとともに、今後の方向性を踏まえ、新たな具体的取組の実施を関

係各課に促すことによりコンパクトなまちづくりを推進する。

都市再生特別措置法

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

昨年度はヒアリングを行ったが、今年度は、改定作業があったため、

意見照会の形で実施し、　令和7年度取組の実施状況、誘導施

策の進捗状況を確認の上、進捗状況結果を整理した。

計画策定・管理事業

予算

科目

事業

期間

立地適正化計画推進事業

都市建設部

都市計画課

計画係

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

任意的事業

直営

実施計画事業

該当あり



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 3-① 総合戦略 該当あり

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当あり スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5312 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 2 計画的な土地利用の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

佐野市立地適正化計画改訂版の策定状況 % 値が大きいほど良い 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

策定委員会の開催 回 2

策定懇談会の開催 回 2

事業費計 千円 0 0 0 4,199

一般財源 千円 2,136

特定財源（国・県・他） 千円 2,063

　　　（うち受益者負担） 千円 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

佐野市立地適正化計画改訂版の策定状況 % 95 効果が上がった ×

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

0指標
1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 達成
0指標 未達成 1指標
0指標

効果が上がった

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

8

4

後期計画

国の補助金の額が見込みより低くなったため、業務委託内容を見直す必要が生じ、着手が遅くなってしまった。また、内容の充実を図るため、策定委員会と策定懇談会の回数を増やしたこと

から、年度内は改定内容をまとめるにとどまった。そのため、事業は終了するが、庁議やパブコメを令和８年度に実施する（立地適正化計画推進事業で管理する）。

令和２年度末に策定した佐野市立地適正化計画は、都市再生特別措置法により概ね５年ごとの見直しを行うものとされている。令和７年度で策定から５年を経過することか

ら、見直しを行うものである。

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明

改定を行ったことにより、今後は立地適正化計画推進事業で進捗

管理をすることができる。改定版を完成することができたが、庁議や

パブコメが８年度になってしまう。

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

政策体系

1

R7

R7

立地適正化計画改定事業費

佐野市立地適正化計画を改定する。なお、今回の改定に際して

立地適正化計画本編と防災指針を合冊とする。

都市再生特別措置法

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

・プロポーザル方式による委託業者の選定

・策定委員会の運営

・策定懇談会の運営

計画策定・管理事業

予算

科目

事業

期間

立地適正化計画改定事業

都市建設部

都市計画課

計画係

単年度のみ

新規事業

国県補助事業

義務的事業

一部委託

実施計画事業

該当あり

一般



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5312 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 2 計画的な土地利用の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

案件の承認率 % 値が大きいほど良い 100 100 100 100 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

都市計画審議会の開催回数 回 3 2 1 3

審議会案件数 件 4 3 4 11

事業費計 千円 216 123 99 316

一般財源 千円 216 123 99 316

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

案件の承認率 % 100 100 100 100 効果は変わらない 〇

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

1指標
0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 達成 1指標
1指標 未達成
0指標

効果は変わらない

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

8

4

後期計画

　引き続き、必要に応じて審議会を開催する。

・特に課題等は無いので、今後も必要に応じて審議会を開催する。

・平成12年の都市計画法改正において、都市計画法第77条の2の規定に基づき、各市町村の都市計画審議会が設置された。

・この審議会は、市長から諮問を受け、都市計画に関する事項を調査審議するため設置された附属機関である。

・現行の委員数は15名で、学識経験者、市議会議員、関係行政機関職員及び市民で構成されている。

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明
令和7年度は審議会を3回（専門委員会を2回）開催し、計11

件の案件を付議した結果、いずれも原案どおり承認された。

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

政策体系

1

H12

都市計画審議会運営事業

都市計画を定めるにあたり、都市計画法に基づく計画案を調査審

議する機関として位置づけられている。都市計画決定等の本市都

市計画における重要事項の審議の際、会長が招集する。

・委員15名、任期４年

都市計画法、地方自治法、

佐野市都市計画審議会条

例

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

令和7年度は、次のとおり都市計画審議会を開催した。

・R7.10.2　第39回佐野市都市計画審議会（2件）

・R8.1.13　第40回佐野市都市計画審議会（5件）

・R8.3.23　第41回佐野市都市計画審議会（4件）

・佐野市都市計画道路見直し専門委員会（R7.5.28、R7.9.5）

審議会等運営事業

予算

科目

事業

期間

都市計画審議会運営事業

都市建設部

都市計画課

計画係

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

義務的事業

直営

一般事業

該当なし

一般



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 一般事業 市長公約① 該当なし 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5312 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 2 計画的な土地利用の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

研修会等役に立ったと回答した職員 ％ 値が大きいほど良い 100 100 100 100 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

研修会等の開催 回 3 2 1 2

研修会等への参加 回 3 2 1 2

事業費計 千円 8 0 7 0

一般財源 千円 8 0 7 0

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

研修会等役に立ったと回答した職員 ％ 100 100 100 100 効果は変わらない 〇

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

1指標

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 達成 1指標
1指標 未達成
0指標

効果は変わらない

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

栃木県土地区画整理事業連合協議会参画事業

都市建設部

都市整備課

市街地整備係

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

該当なし

一般会計

8

4

栃木県土地区画整理事業連

合協議会参画事業

協議会主催の実務に関する研修会・講習会等に参加することにより

職員のスキルアップを図る。

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

【市の活動】

・栃木県土地区画整理事業連合協議会に負担金を支出

・総会、研修会・講習会等への参加

【栃木県土地区画整理事業連合協議会】

・土地区画整理事業の促進に対する協力及び土地区画整理事業

　に関する研修等の開催。

※R5・R7年度負担金徴収なし

後期計画

引き続き研修会に参加し、土地区画整理事業の実施に必要な知識や技術等を習得する。

・県内で区画整理事業を施行、計画している市町村等を会員として構成している団体である。　会員数：33団体（R7.4.1）

・栃木県土地区画整理事業連合協議会会員として負担金を支出し、総会や協議会主催の研修会・講習会等に参加する。

・関係団体と情報交換により土地区画整理事業を推進していく。

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明
協議会主催の実務に関する研修会等に参加することにより、理解を

深め業務に生かせることができた。

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

政策体系

2

参画事業

予算

科目

事業

期間

任意的事業

直営



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 一般事業 市長公約① 該当なし 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5312 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 2 計画的な土地利用の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

セミナーが役に立ったと回答した職員 ％ 値が大きいほど良い 100 100 100 100 100

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

会議の開催 回 6 6 6 6

区画整理セミナー開催 回 18 19 20 20

セミナー等参加回数 回 3 4 3 3

事業費計 千円 132 132 132 132

一般財源 千円 132 132 132 132

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

セミナーが役に立ったと回答した職員 ％ 100 100 100 100 効果は変わらない 〇

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

1指標

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 達成 1指標
1指標 未達成
0指標

効果は変わらない

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

政策体系

2

参画事業

予算

科目

事業

期間

任意的事業

直営

後期計画

引き続き必要に応じセミナーを受講し、職員のスキルアップを図る。

・公益社団法人街づくり区画整理協会は、円滑な区画整理の実施を目的として土地区画整理を施行、計画している地方公共団体を会員として構成している団体であり、円滑な

区画整理事業の支援・指導・助言を行う。　会員数：495団体（R7.4.1現在）

・公益社団法人街づくり区画整理協会に会員として負担金を支出し、協会主催のセミナー等に参加する。

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明
業務を遂行する上で、必要な事柄に関連するテーマのセミナーに参

加し、理解を深め業務に生かせることができた。

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

街づくり区画整理協会参画事業

土地区画整理事業に役立つ協会主催の実務的なセミナー等に参

加し、職員のスキルアップを図る。

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

【市の活動】

・街づくり区画整理協会に負担金支出

・セミナーへの参加

【街づくり区画整理協会の活動】

・各部会の会議や区画整理セミナーの開催により、円滑な区画整理

　事業の支援・指導・助言を行い区画整理の手法の活用による街

　づくりの推進を図る

街づくり区画整理協会参画事業

都市建設部

都市整備課

市街地整備係

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

該当なし

一般会計

8

4



仕事の振り返りシート（令和7年度実施分）

事業名 実施計画事業or一般事業 実施計画事業 市長公約① 3-① 市長公約② 該当なし 総合戦略 該当あり

施策横断的な取組との関連性 SDGs コンパクトシティ 該当あり スマートシティ 該当あり

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 事業計画

課 款 新規or継続

係 項 市単独or国県補助

体系コード 5312 名称 根拠法令、条例等 目 義務or任意

基本目標 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 3 都市機能の充実したまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 都市機能を高める幹線道路の整備と計画的な地域づくりの推進

基本事業 2 計画的な土地利用の推進

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値 ↓選択して下さい

効果指標 単位 指標の性質 R7 R8 R9 R10 R11

「小さな拠点」づくりに取り組む団体数 団体 値が大きいほど良い 6 6 6 6 6

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R4 R5 R6 R7

活動日数 日 4 3 3 2

事業費計 千円 0 0 0 0

一般財源 千円

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移

効果指標 単位 R4 R5 R6 R7 過去比較 目標達成

「小さな拠点」づくりに取り組む団体数 団体 4 5 5 5 効果が上がった ×

（５）目標達成、効果、費用増減（自動判定）

0指標

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 達成
0指標 未達成 1指標
0指標

効果が上がった

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

４．次年度に向けた検討

（１）令和7年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和8年度及び9年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成）

事業費の見直し検討（新たな歳入確保・受益者負担含む）

業務の効率化・高度化（デジタル化）検討

業務の効率化（デジタル化以外の業務手順・手法の見直し）検討

その他の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

小さな拠点づくり推進事業

総合政策部

政策調整課

地域活性化係

単年度繰り返し

継続事業

国県補助事業

該当あり

一般

2

1
小さな拠点づくり推進事業

中山間地域の各地区（三好地区、野上地区、新合地区、飛駒

地区、常盤地区、氷室地区）の課題解決に向けた話合いや取組

みを開始する。

地域再生計画、栃木県「小さ

な拠点」づくり促進事業実施

要綱

費用（R7とR6の事業費計増減）

効果
(R7と過去3年平均

の指標値増減)
指標全体

効果は変わらない指標数

目標達成した指標数

目標未達成だった指標数
目標達成

目標達成

目標未設定

担当組織

活動実績
(R7年度に

行った主な活

動内容）

・R7.7月に三好地区の町会長・副町会長に対して「小さな拠点」づ

くりについての説明会を開催したが、その後のアドバイザー派遣には繋

がらず、機運を高めることができなかった。

・常盤地区については、R8.3に開催された旧常盤中学校への常盤

地区公民館移転に関する説明会において、「小さな拠点」づくりの進

捗に関する質問が挙がるなど、地区内における関心の高まりが伺え

た。

後期計画

「小さな拠点推進事業」、「地域活性化アドバイザー活用事業」、「地域活性化支援事業」の３事業によって

進めていたが、いずれも佐野市コンパクトシティ構想に基づき、中山間地域における「小さな拠点」づくりに向け

た検討や取組を行うものであり、一体的に実施することで成果の上がる取組であることから、事務の効率性や

合理化を図るために「小さな拠点づくり推進事業」に統合して実施する。

地域との連携を密にし、地域活性化アドバイザー活用によるワークショップを継続していて開催していく必要があるとともに、飛駒地区で実施した、宇都宮大学地域デザイン科学部「地域プロジェ

クト演習」での取組について、今後、どのように地域で活用していくか検討する必要がある。

また、常盤地区において、旧常盤中学校を活用した取組みを進めることにより、これを好事例として、他地区にも波及させたい。

佐野市コンパクトシティ構想に基づき、中山間地域（都市計画区域外）における「小さな拠点」づくりに向けた検討を行う。地区ごとにワークショップを実施し、地区の特性を生かし

た地域づくりを進めていく。

効果

効果が上がった指標数

効果が下がった指標数

効果説明
三好地区において、「小さな拠点」づくりへの取組を開始するに至らな

かったため、事業効果については現状維持となった。

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

政策体系
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事業

期間

任意的事業
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